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はじめに・・「兵庫県受動喫煙防止対策検討委員会」について
　兵庫県民の命と健康を守る立場の先頭に立つ医師の団体としての兵庫県医師会は、2008年3月に『兵庫県医師会禁煙推進宣言』を発して、会員自らの禁煙を推進することはもとより、日本も批准国となったＷＨＯの『タバコ規制枠組み条約(FCTC)』の完全実施を目指して、自治体等とともに「タバコによる健康被害の無い社会」を実現するよう努力するとして、県医師会館の完全禁煙をはじめとした各種の取組を進めてきました。
　2010年にFCTCの完全施行期限を迎え、受動喫煙からの「例外なき保護」実現が批准各国に求められている中にあっても、わが国としての法制度的な徹底がなされない中で、同年4月に県単位での「受動喫煙防止条例」に唯一踏み出した神奈川県についで、更に前進した制度を検討すべきとの兵庫県知事の指示のもと、「兵庫県健康推進協議会」の正式な小委員会として「兵庫県受動喫煙防止対策検討委員会」が設置されました。
　本会としても、これを意義在る委員会として、県からの要請に基づき担当の常任理事を委員として派遣し、飲食店業界等の代表も含めた15名の委員の一員として、上記の立場から積極的な討議に参加してきました。もちろん、事務局は県の担当部局・健康増進課です。
　そして、１年余９回にわたる委員会討議と、飲食店での利用者直接アンケートを含めた詳細な検討を行い、これら県民世論を踏まえ、FCTCの理念に合致する「受動喫煙に官も民もない」「完全な分煙はあり得ない」との基本姿勢を集約、不特定多数の出入りする民間施設も含めた場における「原則禁煙」の方針を条例化すべきとの報告書が本年７月に提出されました。
　もちろん、一部業界が言うような、それが直ちに困難な小規模事業所等まで全面強制する内容でなかったことは、「報告書」原本を見られれば明らかなことです。
「委員会」と「報告書」無視となった骨子案策定経過
　しかし、通常では、これら県設置委員会の答申が基本となって条例案等が正式に策定されていくにも関わらず、一部マスコミも利用した、この「報告書」に対する一面的な批判をたばこ関係業界等が展開。そして、県と本会も後援者となったシンポジウム『わが国の受動喫煙防止対策について』が、兵庫県医師会館に神奈川はじめ全国から多くの県条例制定応援者が集まる中開催された9月23日の翌日24日になって突如、「分煙を可とする」との知事の方針転換が一部マスコミにのみ報じられ、その日の県議会での質問に対しては、大規模な民間施設でも分煙可との方針が知事より答弁され、さらに、10月には、それら分煙施設に対する県費による返還不要な助成金まで支出されるとの方針が再びマスコミから報道されました。
　この間の事情と重大な方針変更について、上記委員会委員にはマスコミ発表以前に全く何らの打診説明もなく、大幅な変更となった骨子案の原案が出来上がってしまってからはじめて、問い合わせた個別委員宛に説明に廻るという状態となりました。

　しかも、その内容では、「委員会報告」はあくまでも(参考)として末尾に誤解を招く表現で図が添えられているに過ぎず、本文の中でも、「委員会」については、その検討内容に全く触れない９行程度に抑えてしまっておりました。当然ながら、多くの同委員からは疑問・不審の声が上がったにも関わらず、その委員達のあらためての意見は、パブコメにかかる骨子案には一文字も反映されなかったことは県担当者も認めるところです。
　かくして、県民の健康福祉に関わる本会はじめ薬剤師会・歯科医師会等の委員派遣関係団体の意見を反映させず、一部業界代表が委員会の中でも主張してきた方針を殆どそのまま反映したのが今回の骨子案となっています。この経過そのものに重大な疑念を持つものです。
「骨子案」の問題点

　以上の不明朗な経過によって、あたかも正当に検討されかのように装い提起されている、今回の骨子案ですが、当然ながら「委員会報告書」とは大きな齟齬逸脱が見られます。

１．「禁煙」という言葉が完全に消えている。
　今や、多くの公共施設・映画館等にいたるまで普通となっている「禁煙」表示にも関わらず、あくまでも「受動喫煙防止」のためとして、神奈川県条例でも明記してあるその言葉を徹底的に消し去り、しかも、わざわざ「基本理念」に「喫煙行為そのものを対象とするものではありません。」としています。最終的には、喫煙行為者の自覚的取組無しに、完全な受動喫煙防止はあり得ません。

　我々医療者の立場からすれば、本人への禁煙指導と他者への受動喫煙防止は健康推進の両輪として進められるべきものです。「基本理念」そのものが後退しています。
２．FCTCの完全実施から逃げている。

　委員会報告では冒頭から明記しているFCTCの「例外無き保護」実施期限切れ、それを補完する厚労省の「公共的施設は原則全面禁煙であるべき」との通知(平成２２年２月２５日付)をこっそり抹消しています。そこからの逸脱が大きいことを隠しています。
３．飲食店・旅館ホテル利用者に対するアンケート結果が示されていない。

　委員会で出された「県民モニターアンケート」だけでは偏っているとの業界関係委員の意見に基づき、2010年8～9月にかけて県職員が直接現場に出向いて、その利用者にとつたアンケートでも、喫煙規制を不要とするものは極少数でしたが、何故か抹消されています。
４．検討もされなかった「宴会場」が条例「適用除外」とされている。

　上記利用者アンケートでは、禁煙を望む人が53%と示されていた「宴会場」が、何故か客室と同等の「適用除外」と骨子案の段階でいつのまにか明記されています。担当者に聞くと、「宴会場」は貸し切りだから良いとの驚くべき回答。従業員を含む多数が出入りし、ロビーのトイレも往復するような「宴会場」が密室性の高い客室と同じとは呆れた論理です。
　受動喫煙被害や禁煙失敗者を一番多く産むのが「宴会場」であるとの認識も無いものです。
５．期間が明示されない「分煙措置」とそれへの助成金は「分煙」の固定化となる。
　委員会報告の趣旨に反して、民間施設等の大半を「分煙義務」と表現し、しかも、「分煙措置」に対して、対象を明記せず「財政上の措置」を謳い、マスコミに対しては返済不要の助成金まで財政厳しい中で投入との表明は、県民の納得は到底得られません。
６．「喫煙可能表示措置」は世界的にも例が無い、FCTCと正反対の喫煙誘導施策となる。
　委員会報告にもあるように、そのような表示は例外措置を固定化するどころか、禁煙指向者を失敗に導き、受動喫煙機会の拡大にもつながるものです。
　また、これらの施設への入場を未成年者や妊婦等にのみ注意喚起することも誤りです。

本来は喫煙者に同伴し受動喫煙させられてしまう非喫煙者全体の立入りを禁止すべきです。

　また、そのような施設にのみ表示義務を課しても、義務違反・表示忘れ施設では受動喫煙被害が起こることとなります。従って、むしろそのような小規模施設にあっても「禁煙表示」を推奨拡大・補助すべきであって、表示の無い場合は受動喫煙の可能性有りとすべきです。
　どうしても、それを明示したいのであれば、「喫煙可能」ではなく、「非喫煙者立ち入り禁止」あるいは「受動喫煙施設」とでも大きく未成年者にも判るように明示するシールでも入り口に張り出すことを義務化すべきでしょう。実際、タバコの実物カートンにも肺がん等の危険性が一定の大きさで明示することが求められている時代からすれば、「喫煙可能表示」が如何に愚かな施策であるか明白です。



※ １枚で書ききれない場合は、どのような用紙をお使いいただいても結構です。
（送付先）

〒６５０－８５６７　神戸市中央区下山手通５－１０－１
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